韓国の農業（1911～1970）

金　　承美
本研究は韓国農業の長期成長過程を数量的解明に必要なマクロ経済統計の基礎系列を、近代的な統計制度が整備される1970年まで、公式統計を中心として収集・整備することを課題とする。長期間にわたる農業成長過程を解明するためには農業産出と農業投入統計に関する正確かつ一貫した時系列データを確保する必要がある。しかし、統計資料がもつ制約によって正確な長期統計系列を確保することはとても難しい。

長期的農業成長過程を解明するためにはこのような制約をすべて考慮した統計系列の推計作業が先行されなければならない。しかし、本研究ではそのような本格的な推計作業は試みないで、向後本格的な推計および農業成長プロセスの解明のための基礎データ提供という視点から公式統計に基づいたデータを収集・検討し、修正および調整は最小限にとどめることにした。

データの整理において現在利用可能な公式統計を利用する際には細心の注意が必要である。時系列の大きな断層、統計係数の脱落、などがもっとも大きな問題である。このような問題は確実な補正根拠があれば修正・補完したが、根拠が明確ではない場合は無理な推計よりは統計を検討した結果から得られた問題点を提示するので留まった。とくに、開放前後と時代を分けて、補正根拠になる研究が多い解放以前は可能な修正をし、データを整理した。解放以降に関しては、行政調査から標本調査へと大きく調査方法が変わり行政調査系列の修正が公式的に行われた場合や、行政調査系列と標本調査系列が同時に提供されるなど時系列統計上断層が明らかで、一定の補正資料が存在する場合には原系列の変動趨勢を反映しながら調査方法変更による撹乱を排除するためにいわゆる機械的補正を行った。
どちらの場合も政府の公式統計を利用した。公式統計の数値は発刊年度によって異なる場合が大きいが、この場合はもっとも最新の数値を利用して整理した。

また、本稿では道別データと全国データの両方を整理する。しかし、道別統計の場合公式統計資料では単年度数値のみが提供されるため、全国統計が修正される場合は道別統計値の合計と全国統計値が合わない問題が生じる。この場合には全国水準の統計値を基にして道別統計値を機械的に修正した。
道別データは解放以前と解放以降に区分して整理した。解放以前と以降の統計に間には大きなギャップがあり、推計作業なしで一つの系列として提示するには限界があったためである。したがって、解放以前の全国データは南北韓を合わせた全鮮のもので、解放以降の南韓は現在の韓国のみの統計である。

南北分割にあたって行政区域改変による地域変動問題は考慮に入れないことにした。解放以前と以降の連続的統計を作成するためにもっとも重要視されるべきもう一つのものは、南北分断であるが、道別統計を提示することで大きな障害にはならないと思う。

1． 農水産業の長期統計データの概要
韓国の農水産統計は作成過程によって行政機関が主導して蒐集－集計－報告－発表される行政統計と標本設計による標本調査－集計－作成－発表される標本統計に大別できる。どの方法であろうとも誤差は生じ得るもので、統計誤差は非標本誤差と標本誤差に分けられるが、後者はその大きさを推定できるが、前者はできない。しかし、標本統計において標本誤差を統計的方法によって推定できるのでそれを最小限にするように標本設計をしている。非標本誤差の大きさは統計調査機関、調査装備、調査設計、統計要因の資質と誠実性、被調査者の回答能力と正直さ、協調性、統計主管者の独立性及び客観性などに左右されるところが大きい。

農水産統計において統計誤差は非標本誤差が発生する蓋然性がもっと大きい。農水産業は自然的条件の制約を多く受けるため、投入から産出の数量的関係が不確実であり、生産が多数の零細経営者によって営まれて自家消費部分が多く生産量の把握が困難であるからです。その結果、正確な統計資料の収集が困難で、いったん蒐集、整理された結果に対する横的検証が難しく統計資料の発表が統計主管者の裁量によって影響を受ける余地が少ない。
このような非標本誤差の発生確率は行政統計の場合はもっと高いものと認識されている。したがって、政府は主要統計を標本統計にすでに代替させ現在行政報告に依存することも標本調査に代替する作業が進行した。

　　

2． 資料

2-1．解放以前

主要農産物の生産統計資料の収集、発表は1906年に統監部によって刊行された『第1次統監部統計年鑑』で、これが既存統計の基礎になった。それよりもっと体系的かつ包括的な統計は1912年に発表された朝鮮総督府の『朝鮮総督府統計年報』で韓国合弁が行われた1910年の資料を収録している。
本稿では朝鮮総督府の『朝鮮総督府統計年報』をベースに、朝鮮総督府農林部の『農業統計書』（1921～1930）と『農業統計表』（1931～1940）のデータを基本とした。『統計年報』は1940年までの情報を収録しており、1941～1942年の生産、植付面積などに関する情報は解放後に発刊された『朝鮮統計年鑑』(1946年版)に収録されているが、データの正確性には大きな疑問が残っている。
また、植民地後期の資料は大韓民国の『農林統計年報』（1952）には植民地期末期のデータが収録されているが、これは修正系列なので系列の連続のために、解放以前時期に関しては利用しなかった。

　調査が開始された1907年の調査項目数は14個のみであったが、それ以後少しずつ増加し、生産量調査が行われる時期は作物によって異なるが、最終的には61項目が調査された。しかし、『統計年報』をみるとある作物は生産されていたにもかかわらず、記載されていない場合もある。このような作物の生産量はデータの判断資料がないので、空白のままにしておいた。

表1．生産量調査が実施された品目数と最初年度

	年度
	品目
	品目数
	累計品目数

	1907
	米、もち米、麦、大豆、アワ、陸地面、在来面、麻、カラムシ、エゴマ、トウゴマ、高麗人参、タバコ、大根
	14
	14

	1909
	蕎麦、裸麦、小豆、ヒエ、キビ、トウキビ、トウモロコシ
	7
	21

	1910
	エンパク、青刈大豆、レンゲソウ、アルファルパ
	4
	25

	1912
	イ(藺)、サツマイモ、ジャガイモ、白菜、マクワウリ
	5
	30

	1913
	蕎麦、リンゴ、ブドウ、梨
	4
	34

	1915
	綠豆
	1
	35

	1916
	落花生、ゴマ
	2
	37

	1919
	コウゾ
	1
	38

	1921
	채두, エンドウ
	2
	40

	1925
	青麻、고리버들、除虫菊、薄荷、헤아리벳지
	5
	45

	1930
	桃、柿
	2
	47

	1931
	キャベツ、ネギ、ナス、キュウリ、カボチャ、スイカ、ニンニク、コンニャク、トウガラシ、セリ
	10
	57

	1933
	黄麻、亜麻、亜麻の種
	3
	60

	1936
	호밀
	1
	61


資料：朝鮮総督府農林局(1940)。

2-2．解放以降

解放以降農水産部に統計調査機関が始めて組織されたのは1948年で、その後いくつかの農水産関連統計が収集され、発表されている。現在利用可能な統計使用を整理してみると、まず、農家経済統計および生産費統計、農水産物流通統計、生産統計、水産統計、脳死産物貿易統計、農地基盤・肥料・農薬および農機械統計に大きくわけることができる。

　解放以降の農業統計は『農林水産統計年報』に基づいて統計を作成した。解放以降には統計法によって『農業センサス』、『農家経済調査』、『農産物生産費調査』、『農村物価および賃料金指数』、『食糧作物生産量調査』、『農業基本統計調査』など、農業に関する政府指摘統計調査が植民期より拡充された。また、農業部門に限らず、『人口センサス』、『経済活動人口調査』、など一般経済に関する政府指摘統計でも農業部門に関する有用な統計がある。

　もっとも基礎的かつ幅広い農業統計を連続的に提供しているのは『農林水産統計年報』である。『農林水産統計年報』は1952年から毎年発刊されている統計で、1984年まで『農林統計年報』というタイトルで発刊されたが、1985年から『農林水産統計年報』というタイトルに変更された。とくに食糧作物に関しては1955年から1978年まで『食糧作物統計』が発刊され、1979年以降はすべての作物のデータを収録する『作物統計』として代って発刊されている。

　本稿では毎年の『農林水産統計年報』を基礎データとして利用するが、必要に応じては『作物統計』、『農協年鑑』、『農薬年鑑』、『養成資料』、『肥料便覧』なども一緒に検討した。

3． 農業統計調査の概要

3-1．解放以前の農業統計調査

　韓国で農業に関する体系的な調査が行われ始めたのは1909年からである。統監府から『統計年報』が発刊され始めたのは1906年からであるが、耕地面積、米穀・大豆・高麗人参・タバコ・綿花・大麦・麻・ゴマなど生産量に関する推定値がある。そして、1907年と1908年の『統計年報』には農業生産に関する統計が欠如している。
　1908年農家戸数、農業人口、米、麦、豆の耕作面積と収穫量、牛馬の数、養蚕戸数、桑畑の面積を調査し報告させた「農業と受けに関する件」があり
、1909年から農業に関する体系的な調査が実施され始めた。1909年には耕地面積、米穀、大豆、高麗人参、タバコ、綿花、麦、大痲、ゴマ、特用作物、雑穀、鶏、家畜市場、農村賃金、物価の生産量と栽培面積および農作物の段数が調査されている
。1911年には作付状況が追加されるなど以前より調査が充実していった
。

　1916年から調査方法がもっと精密化され
、栽培面積は土地調査事業による耕地面積から畔の面積などの耕作不能面積を引いて求めた。また、単位面積当たり収穫量は里長または洞長が戸別に調査して面の単位面積当たり収穫量を産出した。面の田んぼと畑を上中下に分け、１つの面に3カ所以上1カ所10坪平刈りして、単位面積当たり収穫量を産出し、前者のものと比較した。総生産量は推定生産量に推定栽培面積をかけて求めた。

　この方法は1918年土地調査事業が終了するまで守られていた。総督府が課税の基準となる時価算定のために耕地の収穫量正確に調査する必要があったからである。たとえば、総督府は田んぼを19等級に分け、収穫量1石以上の田んぼを最優良とし、３頭以下の田んぼをもっとも劣悪な田んぼをした。田んぼを19等級に分けるためには正確な収穫量が必要であったため、米穀年度に2回の作付現況を調査した
。
　土地調査事業が終わった後には、それ以前ほど正確な調査は行われていなかったようである。朝鮮総督府は1920年「農作物の作付段別の確実を期する件」を出し、米穀栽培面積を求める際には畔の面積などを除外しなかった土地台帳面積に基づいて地目と違う用途で利用されている耕地を除外しても求めても1916年の方針を修正したためである
。専門的な調査員がなければ畔の面積を求めるのは難しかっただろう。

　1916年の指針とは異なり、収穫量が標本調査によって求められたとは思えない。収穫量調査に関する規定はその指針にも表れている。1920年に下った「農作物の作付段別の確実を期する件」では農家の戸当り収穫量を調査することを原則としている。一定面積の数量、小作料の収納状況などを実査し、これを参照すると規定した。1927年に出た「農産物生産統計の調査方法改善に関する件」は里および洞に調査員をおいてその意見を参考にするようにしている
。
　植民地期の農業生産統計は1918年以前の農作物生産量統計と1936年以降の米穀生産量統計を除いては行政報告によって行われた。行政報告はまず里長が農家を訪問して生産量に関する報告を受け、里長が報告された生産量を面の庶務担当公務員に再び報告した。そうすると、公務員がその報告を集計して府/郡庶務系の統計主任に報告する。府/郡公務員はそれを集計して道長官官房庶務系の統計主任に報告し、それが再集計され、総督官房文書課長に報告された。『農業統計表』、『朝鮮の農業』、『朝鮮総督府統計年報』などに載っている植民地期の主要農業統計はこの方法によって集められた
。しかし、標本調査が実際には行われてなかった
。1936年に行政報告と標本調査の両者による収穫量調査をすべて行ったが段数の差が29.76％に発生していたからである
。
　もっとも重要な作物である米穀は「米穀自治管理法」によって、1936年から調査方法が大きく変化した。日本は日本、韓国、台湾全体の供給量と需要量を推算して過剰数量を推算し、過剰数量の35％を日本から、43％を韓国から、22％を台湾からそれぞれ出荷するようにした。米穀生産者などによって組織された米穀統制組合が過剰米穀の出荷を統制し、日本が地方米穀統制組合連合会に統制数量を割り当てると、連合会が所属米穀統制組合に再び割当てる。

　過剰数量の推算、地方米穀統制組合連合会及び米穀統制組合への割当などに正確に期するために韓国の米穀生産量を正確に把握する必要があって、1936年に調査方法が改善された。これと関して朝鮮総督府農林局長を歴任した石塚峻は『朝鮮の米穀生産量は始政当時から調査方法によって発表されたため、これを信用せざるを得なかった。しかし、どれくらい信用できるかは疑問があった。そのような生産量調査をもって米国需給計画を決めるには危険があった』としている
。
　日本への米穀移出が本格化される1920年代以降韓国人の米穀消費量減少の実態を把握しなければならなかった。石塚峻は「とくに、従来の生産量を持って需給を推算すると、韓国人の一人当たり消費量が少なくなった。そのためにこのように重要な生産量調査を正確にする必要を痛感するようになった」と述べている。
　1936年に制定された「米穀生産高調査要網」では栽培面積は土地台帳の耕地面積から畔の面積などを引いて府、邑、面を8区に区分して求めた。各区に作付状況によって上中下に区分する。米穀生産量調査員が上中下によって平均1坪ずつ、府、邑、面当り平均30カ所を平刈りし、加重平均して単位面積当たり収穫量を求めた。総生産量は単位面積当たり推定栽培面積をかけて求めた
。最初に里長が農家を訪問して生産量に関する報告を受けたあと、報告された生産量を邑、面の庶務係の統計主任に報告された。府、郡の公務員はこれを集計して道長官官房庶務係の統計主任に報告し、後者はこれを再び集計して総督府官房文書課長に報告した
。
　植民地期の農業生産統計は1918年以前の農作物生産量統計と1936年以降の米穀生産量統計を除いてすべてが行政報告によって行われた。

3-2　解放以降の農業統計調査

植民地期末から解放直後、つまり1940年頃から朝鮮戦争が終わる1950年代初まで統計の情報量は急速に減少する。『朝鮮総督府統計年報』は1942年まで刊行されたが、統計数値が欠如した項目数が増加する。そして、1943年以降公刊された統計はほとんどない。しかし、解放直後米軍政と韓国政府が遡及して総督府による系数値を部分的に発表している。たとえば、1954年公刊された内務部統計局の『第3回大韓民国統計年鑑檀紀4287』は韓国領有地に関するものを再集計して収録している。1950～53年の韓国戦争期間に関する統計も同じく『統計年鑑』に収録されているが、その政密度は落ちると思われる。

　朝鮮戦争以降、韓国の統計整備は急速に進み、1950年代半ばから各種標本調査が実施され国民所得統計の作成作業も始められた。各種センサスの実施および産業連関表の作成も行われ、1960年から統計体制を整えるようになった。その結果は毎年統計局（統計庁の前身）の『韓国統計年鑑』に発表され、『農林統計年報』と同じ分野別統計年鑑類の刊行も増えていった。

　それとともに、統計精密度の向上のために調査方法と加工方法の改良も進められた。農業統計も1960年代に入ってから大きな改革が行われる。その一環として数量表示の改正が実施された。たとえば、米の生産量は解放前および解放後1950年代まで「石」として表示されていたが、1960年以降は「トン」と表示された。農業統計の年鑑などには農産物別に‘容積・重量換算率’が表示されて理論上には両者をつなげることが可能である。しかし、量の表示が重複する時点の換算率を利用して両者を比較してみると、品目によっては予想外の誤差が発生している。その原因として考えられるのは推計単位の変更以外に調査方法も異なったためと思われる。

　生産量調査における調査方法の変化をみると、作物統計調査は植付面積調査と10a当り生産量調査に分けられる。1964年まではすべての農産物生産統計が行政組織を利用した行政調査で作成されたが、1965年から米穀10a当り数量調査が標本調査に代替された以来漸次的に標本統計に転換された。一方、植付面積調査は1973年まですべて行政調査を利用した。1974年に米、裸麦、から麦、小麦、ジャガイモ、サツマイモ、小豆、大豆などほとんどの食糧作物の作付面積調査が標本統計に変わり、その他の畑作物の作付面積は1975年から4年間の試験調査を経て1979年から1975年資料から遡及して標本調査に変わった。
　作物統計調査は作物別作付面積と生産量を把握して土地利用の改善、農産物の需給および増産計画と価格安定、農業経営改善など農業政策樹立の基礎資料として活用するためのものであった。そのために、行政統計から価格的な調査へ改善するために標本調査方法が導入された。

　しかし、長期間の連続的時系列を確保するには、行政統計の標本統計への転換は時系列の断層を誘発する。調査方式の転換によって農林水産統計年報には標本調査実施以前の時期に関しても遡及修正した系列が提供される場合もあるが、そうではない場合がもっと多い。

　統計調査方法の変化、それによる行政統計の遡及修正の例は米穀および麦類が代表的である。農林部は米国経済協調庁(USOM)の韓国に従い、経済不幸特別基金を活用して1959年から米穀に限って全国400個標本を選定して予備試験調査に着手した。その結果、行政調査と著しい差が表れたため、住韓統計顧問団に標本設計を依頼して1962，63年に1,200個、そして、1964年には2,400個の戸口を試験調査うる農林統計改良研究事業に着手した。その結果、行政調査が標本調査に比べて10a当たり平均26%(70kg)ほど過小評価されていたことが明らかになった。全国的には年間約543万石(78万トン)の差が発生したことになる。その理由としては行政統計を作成する現場の調査員は産業行政の業務量が多く事実上形式的な調査に留まり、調査者主観の有意調査方法による非標本誤差が大きくなったこと、税金および売上高の割り当てなどの理由で生産量を仮称評する傾向が蔓延していたことが指摘されている。これで行政統計が事実とは大きく歪曲された信憑性が低い係数という疑惑が立証されると、1965年から道を母集団とする標本を設計して実測調査が始めた。それとともに農林部は1959年の予備試験調査、そして1961∼64年の試験調査結果に基づいて1955年まで遡及して修正した米の生産量を新たに提示した。しかし、遡及時期を1955年とした理由は明記していない。
3-3　農業統計上の主要変動内容

　1962年から生産量の単位が石、貫、斤からトンへ変更された。1965年の『農林統計年報』によると、「1961年以前の生産量は行政区域変更以前の調査」と明示されている。米穀は1965年から、そして麦類、イモ類は1966年から生産量調査を標本調査方法に代替している。このような調査方法の変更によって農林部は「標本調査以前の行政調査による過去係数値との時系列をみられなくなって、生産指数趨勢増加率などを計算できなくなって統計利用上支障が生じ、過去行政調査係数を暫定的に遡及修正する」とし、修正比率を発表した
。
　一方、1979年農林統計年報の「農林業生産指数」の項目に「1975年以前指数は作物統計現実化によって推計したものである」として、統計調査方法に変化があったことを暗示している。しかし、これに関する説明が提示されていないので具体的な内容はわからないが、当時作付面積調査方式の変化を反映したのではないかと思われる。

　農業統計の主要変動内容、とくに行政調査から標本調査への変更は長期間の統計系列の整備において時系列の断層という大きな問題をもたらす。この場合行政調査結果と標本調査結果の断層が公式統計によって調整される問題がないが、そうではない場合は時期間に大きな時系列の断層が発生する。したがって、このような断層がはっきりと生じた場合には補正を加える根拠が存在する旧系列に一定の調整を加えて新系列との一貫性を維持させる必要がある。

　以上の統計調査方法の変化による調整問題などを含む補正根拠がある場合は機械的補正を試みた。
（1） 生産量

生産量調査方法の変更によって修正発表される資料と既存発表資料の比率をみると、農林統計年報で発表している修正比率とは違う。したがって、1954年以前資料に関しては既存発表資料と修正されたものの比率の3年平均値を既存資料に代入した。一方、1963年麦類の両資料間比率は『統計年報』で発表している修正比率と大きな開きがある。

1974年から大豆、小豆の生産量が標本調査で行われている
。しかし、1973年以前の行政調査による生産量を遡及して修正したデータは発表されていないので、修正を加える情報がなかった。

作付面積が1974年から標本調査に変わったため生産量も同じく修正されているが、米穀、大豆、小豆、サツマイモの生産量はそのまま発表されており、麦類は1975年統計資料に1955年まで遡及修正されている。しかし、既存発表資料と修正資料の比率が少しずつ開きがあり、1954年以前資料の修正において両資料が一緒にある1955～57年比率の3年平均値を既存資料として適用修正した。

それ以外の作付面積の調査方法の変更による修正生産量は、1979年『農林統計年報』で雑穀、1974年はイモ類(ジャガイモ)、野菜類、果物類、特用作物は1975年まで遡及発表されている。しかし、本稿では1970年までを対象にするので、そのままにしておいた。
調査方法の変更による修正資料は全国値のみが発表されているので、道別資料の修正はない。全国値が修正される場合は、道別値の修正も必要で、標本調査で修正された全国資料に各地域別生産量の比率を適用して機械的補正を行った。

1946年全羅南道から済州道が、京畿道からソウルが、1962年慶尚南道から釜山が分離されて発表されている。しかし、本研究は地域別統計資料の修正において市に分離された資料を分離以前の各道に入れた。これは生産量以外の資料にも同じく適用した。
作物が属した中分類基準に変更がある場合には変更以降の分類によって調整した。つまり、燕麦は1958年に雑穀から麦類に、生姜は1966年特用作物から野菜類に変更されたが、以前の分類にした。

イモ類は標本調査方法への移行による修正に1964，1965年の農家経済及び農産物生産費調査員（80地域）を動員、坪掘調査した資料を利用し、修正比率はサツマイモ178.53％、ジャガイモ133.29％を用いた。

　生産量調査方法の変更によって修正発表された資料と既存発表資料の比率をみると、農林統計年報の修正比率とは異なる。したがって、1954年以前資料は既存発表資料と修正発表された生産量比率の3カ年平均値を既存資料に代入する一方、1963年麦類の両資料間比率は年報の修正比率とは大きな開きがある。

　作付面積が1974年から標本調査方法へ代替されたため、生産量も修正されているが、そのうち米穀、豆、小豆、サツマイモの生産量は変わっていない、麦類は1975年統計資料において1955年まで遡及修正されている。しかし、既存発表資料と修正資料の比率が少しずつ開きがあるため、1954年以前資料の修正においてこれらの資料が同時に存在する1955～1957年比率の3カ年平均値を既存資料に適用して修正した。

作付面積の調査方法の変更による生産量の変化は作物以外の修正資料は1979年農林統計年報に雑穀、イモ類（ジャガイモ）は1974年、蔬菜類、果物類、特用作物は1975年まで遡及発表されている。これらの基礎資料と修正資料との比率が年度によって異なるため、雑穀、イモ類（ジャガイモ）は1974～76年、その他の作物は1975～77年の比率の3カ年平均値をそれぞれ1973年、1974年以前資料に適用修正した。

　特用作物のうち、ゴマ類の生産量は1985年に標本調査方法に代替されてから1980年まで遡及修正されている。したがって、既存発表資料と標本調査方法によって修正発表された発表資料が同時にある1980～1982年の両資料の比率の3カ年平均値を1979年以前の資料に適用する。

　しかし、これらの調査方法の変更による修正資料は全国値のみで道別資料の修正は行われていない。全国値が修正されると、道別数値の修正は避けられないので、標本調査系列に修正された全国資料に各地域別生産量の比率を適用して機械的補正をした。

　1962年慶尚南道から釜山が、1981年は慶尚北道から大邱が、京義道から仁川が分離された。しかし、本研究は地域別統計資料の修正において市として分離され発表された資料を分離以前の各道に含ませた。これは生産量以外の資料にも同じく適用した。

　作物が属した中分類基準に変更がある場合は、変更以降の分離によって調整した。

（2） 生産額

1)　解放前

　1910~1940年のほとんどの農産物価格は、『農業統計表』と『統計年報』にある生産量と生産額を利用して計算した。1941~1944年の蕎麦、カラムギ、小麦、大豆、小豆、および粟の価格は1940年の価格と1941~1944年のソウルの卸価格上昇率を利用して計算した。他の農産物の価格は、上記作物の価格から価格指数を求めて、それを利用した。1941~1944年のソウル卸売価格は、朝鮮総督府によって統制されたので、名目生産額は信頼性が低いが、実質生産額はかなり信頼性が高いと思われる。

　生産量に価格をかけて名目生産額を計算した。農産物を1966年産業連関表の分類にしたがって、米麦類、その他穀物、蔬菜、果物、特用作物、家畜、および養蚕に区分し、それぞれの道別データを示す。

2)　解放後

　まず、1940年代と1950年代前半までは農産物の価格を得ることができない。したがって、正確なデフレーターを得られない。とくに解放された1945年に関しては、関連物価指数さえも得ることができない。

　1966年産業連関表から米麦類(0.827971450951004)、その他の農業(0.691745547846747)の付加価値率が得られるので、それらを利用して実質付加価値を求める。

3)　南北分割

　最初に行われた南北韓分割は農林部『農林統計年報』1952年版によるものである。これは京畿道をすべて南韓に、黄海道はすべて北韓へ帰属させ、江源道は50%ずつ分けてそれぞれ帰属させる方法を用いて1937~1944年の農作物生産量を南北韓に分割している。

　Ban(1979)は1938~1940年の平均田んぼ・畑面積に関する1957、1959、1960年の平均田んぼ、畑面積の比率として1945年以前の京畿道と江源道の農業生産額を南北に分けている。それによると、京畿道の田んぼの83.1%と畑の61.0%、江源道の田んぼの54.8%と畑32.7%が南韓に属することになる
。

　1980年石川
は1968年の韓国南側の地図を利用して境界線に亘っている郡それぞれの南北韓に属する比率を求めた。京畿道18郡、黄海道2郡、江源道13郡が南韓に属し、南北韓に亘って存在する京畿道1郡、黄海道2郡、江源道5郡はそれぞれの耕地面積をそれぞれに属する面敷の比率によって南北に分けた。

　京畿道『農事統計』(1940)、黄海道『農業統計表』(1938)、江源道『農業統計』(1939)に基づいて耕地面積を南北に分割したが、それによると京畿道の田んぼの87.96%と畑の77.73%、黄海道の田んぼ2.36%と畑0.61%、江源道の田んぼ63.65%と畑58.92%が南韓に属する。上記の分割比率をすべての作物の生産量を適用すると、農作物の生産量を南北韓に分割できる。

　しかし、石川の分割方法には2つの前提が満たされなければならない。一つは、境界線に亘っている郡の耕地面積の比率を面数の比率に代わるためには面の耕地面積がすべて同じでなければならない。しかし、面の耕地面積はすべて異なるはずなので、この前提は妥当ではない。二つは、1910~1940年の郡の耕地規模の相対的大きさが変化してはならない。京畿道(1940)、黄海道(1938)、江源道(1939)の耕地面積のみを利用して南北韓の比率を求めためである。京畿道『農事統計』(1926)を検討すると、南韓に属する田んぼ面積が89.2%として1940年とほぼ開きがない。

　石川の方法の欠点はあるものの、農林部とBanの作業と比較すると面レベルまで下って分割した点ではもっとも妥当と思われる。

　本稿では、耕地面積による南北分割ではなく、人口比率による南北分割を試みた。1910~1940年における人口統計を求めたうえで
、京畿道と江源道をそれぞれの人口比率をかけて生産量を求めた。　

4． 統計整備の結果および問題点
　農業部門の代表的な統計書である『農業統計表』、『朝鮮総督府統計年報』、『農林水産統計年報』など、政府機関が発表した公式資料を利用して1910年から1970年までの韓国農業統計を整備資料とした。産出および投入部門の主要指数を道別に一貫かつ連続性をもつ時系列統計として整備することが最初の目標であった。しかし、作業を行ううえで現在の条件では連続性がある時系列統計作成には多くの限界があることが明らかになった。

　現在公式に発表されている農業統計は調査方法の変化などによる統計系列の不連続性、そして統計係数の欠落など多くの問題をもっている。これらの問題は時系列統計が持たなければならない基本的要因である連続性、一貫性からみて無視できないものである。特に、統計を利用した長期間の農業成長分析には経済統計系列の断層が大きな障害として作用する。
　これらの問題の解決するために、過小・過大推計、統計係数の欠落など統計資料がもつ制約を排除できる根拠が確保されなければならない。単純な推測に基づいた恣意的修正は統計の新たな歪曲をもたらす。作業過程から統計系列の断層をいくつか発見したが、それを補正する明白な根拠を探すことが最も難しかった。

　まず、現在の公式統計がもっている問題点を徹底的に把握した。毎年発刊された統計書を細部まで比較、検討して各統計系列別問題点を正確かつ充実に提示しようとした。それからこのような検討を通じて可能な、少なくとも修正する明白な根拠があるものだけを最小限の修正をし、できるだけ一貫性が維持されるようにした。

　今回はいくつかの限界をもっている。まず、公式統計として発表されたすべての系列を包括していないこと、補正材料を確保するための史料発掘が十分に行われていないことである。
　農業統計の整備はとても膨大な作業である。まず、産出物の多様さからもその作業の膨大性がうかがえる。これと関連した投入要素も多様で、これに対する信頼度が高い統計資料及び関連史料の確保はとても難しい。とくに、いままで調査されていなかった項目を後で推計する作業はとても難しい作業である。そして農業関連統計資料の整備では生産物と各種投入要素に関連した物量的系列以外にも関連した価格系列の確保も至急である。
　今回の統計整備作業では道別水準の地域別時系列資料を整備した。この作業は一つの国家統計を整備する作業以上の膨大な作業量であった。とくに、道別統計資料は誤りの発見と修正に関しては限られた情報しかない。道別統計の信頼性と連続性を確保するためにはもっと制限的な統計資料と関連史料をもってデータを整備する必要があるだろう。

　今回利用した統計資料では多くの不連続性が見つかった。不連続性がある場合はこれを検証する代替史料の発掘が難しい現実は統計資料の信頼性を確保するに大きな制約として作用した。

　とくに、農業統計は他の統計から交差検証できる独立的な統計がほとんどないので、政府の統計作成過程で誤りが発生した場合事後的それを出精することはとても難しい。

　解放以降農林統計年報系列は行政調査から標本調査へと変更され、過去の行政統計が一貫的に修正されたケースもあった。しかし、これに関する具体的な説明がない。政府の一括的な修正のほとんどは機械的換算率によって行われるが、どうしてこのような一括修正が可能であったかに関する説明がなく、またこれを確認したり修正する根拠史料もほとんどない。
　農業生産物に関する統計は少なくとも公式統計を比較、検討することによって修正率が確認できるが、投入要素部分に関する統計資料はその事例がほとんどなかったことも大きな問題であった。そのため、実際の経済分析に利用されにくい。たとえば、農業労働力に関する農業統計系列は人口調査レベルに過ぎない。また、資本ストックの推計のために必要な多様な統計系列の確保もとても困難である。

　今回の統計資料整備においてもっとも大きな問題点は統計系列の連続性と調査方法変更に伴う換算過程における信頼性の欠如である。たとえば、米穀生産量調査は従来の行政調査から代替されて1965年から標本調査方法が実施された。これによって田んぼの稲は1964年以前資料まで遡及して修正、発表されたが、畑の稲は標本調査方法によって調査されたと発表されたにもかかわらず、既存の「石」で発表された生産量が「トン」と単位換算だけで発表されている。これから標本調査と行政調査結果の一致を意味するかは理解しにくいところである。　
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